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総務文教厚生常任委員会調査報告書 

 

                     委員長  工藤範子 

                     副委員長 奥山康宏 

                     委員   小野一晴、渡部伊君子、石川武利 

 

1 調査事件 

危機管理について（令和 2年 3月議会定例会で報告） 

 

2 調査目的 

危機管理についての意見に対する取り組みを調査し、達成状況を検証することとし

た。 

 

3 調査経過 

令和 8年 3 月 11 日 (会期中) 環境防災課より聞き取り 

   令和 8年 3 月 27 日  

   令和 8年 4 月 3 日  

   令和 8年 4 月 13 日 

令和 8年 5 月 19 日 

 

4 検証結果 

(1) ハザードマップの周知、避難勧告及び避難指示の発令基準 

［前回の意見］ 

ア ハザードマップの周知 

防災マップを全戸配布しているが、その内容の説明と周知が不十分であることか

ら、各集落の防災訓練等に積極的に出向き、しっかりと啓発すべきである。 

イ 避難勧告及び避難指示の発令基準 

現状では広範囲に一律の避難勧告や避難指示を発令せざるを得ないことか   

ら、警戒レベル 4までが、町が対応できる限界であり、警戒レベル 5での避難はさ

らなる危険を招く可能性が高いことから、警戒レベル 4で避難することの重要性を

さらに周知すべきである。 

なお、町独自の監視用定点カメラを設置（P12「(3)イ 防災設備(ｳ)」参照）した

うえでこれを活用し、レベル 4から 5の段階においても、各地域にタイムリーで、

きめ細かな勧告や指示を発令できる体制を整えるべきである。 

ウ 防災マップ 

今後、更新する際は、視覚的に判別しやすい色づかいをしたうえで、家庭で壁 に

貼り付けることを想定した片面刷りの適正サイズにすべきである。 

エ 一時避難場所、広域避難所の指定 

ハザードマップに記載してある、清川地域の土砂災害の広域避難所が 2箇所併記

してあり理解しにくい。更新の際は理解しやすい標記とし、その内容を周知すべき
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である。 

また、一部集落の水害時の一時避難場所が、指定河川の近くであることから、現

在の一時避難場所が適正であるのかを該当集落とともに精査すべきである。 

［検証の結果］ 

ア ハザードマップの周知 

令和 4年度に作成、全戸配布している。 

町の防災講座、各自主防災組織の防災訓練などの際に、担当職員や防災指導員（旧

職名：危機管理専門員）などがマップを活用するなど、令和 6年 7月の大雨災害を

機に、町では避難所運営や災害時要支援者・要配慮者への対応に関する防災講座を

充実し、マップを活用している。 

令和 8年 4月には、中小河川による浸水想定を加味した改訂版のハザードマップ

及び内水氾濫に関するハザードマップの 2種類を全戸配布している。 

  イ 避難勧告及び避難指示の発令基準 

気象庁において防災気象情報の改善が図られることから、令和 8年の出水期前に

は、より分かりやすい避難指示等の発令の際が可能になる。特に、高齢者、障がい

者など災害時要配慮者については避難行動にお手伝いや時間を要することが多いこ

とから赤（警戒レベル 3相当）で避難、その他の方も紫（警戒レベル 4相当）で避

難することについて継続して周知している。 

町独自の監視カメラについて検討を行った結果、確実性と費用対効果を踏まえ、

国土交通省のワンコイン浸水センサ（浸水の危険性のある地域に、手頃な価格の小

型センサを設置して浸水の有無を確認する目的）の実証実験に参加し、京田川の千

本杉集落付近に設置した。防災担当職員と千本杉自治会役員に河川の水位が 3段階

で通知される仕組みとなっている。 

ウ 防災マップ 

ハザードマップについては、町内の主な 3つの河川（最上川、京田川、立谷沢川）

に関する浸水想定を示すことに加え、避難の基準や避難所、防災情報の取得先など

の避難に関する情報についても掲載することから、コンパクトにまとめることは難

しい。そのため令和 4年 6月に作成したものを踏襲している。 

複数の河川の浸水想定を重ねてしまうと、町民の混乱を招き避難行動に支障が出

ることも考えられる。 

エ 一時避難場所、広域避難所の指定 

清川地区においては、清川まちづくりセンター周辺が最上川の浸水想定区域とな

っていることから、やむを得ず災害の種類により指定避難所が異なる場合があるた

め、引き続き周知に努めている。 

第四学区における指定避難所の整理については、吉方集落が平常時から京島、西

袋両集落と連携して防災活動に取り組んでいることを踏まえて、水害の指定避難所

を第四まちづくりセンターに変更している。 

一時避難所については、松野木集落が山造川の浸水の影響を受けるおそれがある

ため、自治会長と協議したが、結果的に変更していない。 

(2)  福祉避難所の運用と指定 
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［前回の意見］ 

ア 福祉避難所の運用 

実際の災害をシミュレーションしたうえで、環境防災課と保健福祉課はもとより、

各課、各係、各職員単位の全職員で役割分担と連携を明確化した体制を整えるべき

である。 

また、福祉避難所運用に必要な要配慮者トリアージや、要配慮者トリアージフロ

ーチャートを作成し、町職員がトリアージすることを前提に運用を検討すべきであ

る。 

イ 福祉避難所の指定 

福祉避難所に指定している学区公民館や老人福祉センターなど 6 施設をバリア 

フリー化すべきである。 

  ウ 対象者世帯に対する周知 

災害時に要配慮者になることが想定される対象者やその家族が、災害時に迷わず

に安心して避難行動ができるよう、福祉避難所の機能や対応の詳細を丁寧に周知す

べきである。 

［検証の結果］ 

ア 福祉避難所の運用 

令和 6年 7月大雨災害を踏まえ、自主防災組織（自治会）や民生委員、必要に応

じてケアマネージャーなど地域における身近な支援者との連携を強化して、要支援

者に個別避難計画の作成・更新するとともに実効性の確保に努めている。 

庁舎内の体制としては、地域防災計画や職員初動マニュアルに基づき、災害対策

本部において各担当間の連携により運営・対応している。 

福祉避難所の運営に当たっては、被災者支援システムを活用し個別避難計画を基

に要支援者の対応に当たっているが、要配慮者トリアージについては今後の課題で

ある。 

イ 福祉避難所の指定 

町の福祉避難所は、公共施設のなかでもバリアフリー化が進んでいるため、狩川

地区以外の 6つのまちづくりセンター、狩川地区は老人福祉センターを指定してい

る。町は、障がい者や要支援者の関係者からの意見を踏まえて、協定先の社会福祉

施設への直接避難ができないか協議・調整を図っている。 

  ウ 対象者世帯に対する周知 

令和 6 年 7 月大雨災害を踏まえ、避難所運営の関係者、自主防災組織の代表者、

民生委員、要支援者の家族など対象ごとに研修会や説明会などを開催し、周知・啓

発に取り組んでいる。 

(3) 自主防災会と防災設備 

［前回の意見］ 

ア 自主防災会  

防災訓練を実施していない自主防災会については、防災訓練や講習会に効果的な

ビデオの制作や、資機材等の貸し出し、並びに担当課による指導等人的支援のオプ

ションを提示したうえで、訓練を実施していただくよう積極的に働きかけるべきで
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ある。 

また、各自主防災会の住民から防災士を輩出できるように、現在ある支援制度を

拡充したうえで啓発すべきである。 

  イ 防災設備  

(ｱ) Ｌアラート 

発信する情報(避難勧告・指示)が、町の防災担当が直接発信していることが伝

わるような切迫感のある文言も選択し、発信できるように、利活用連絡会を通し

て要請すべきである。なお、発信する情報が町からの直接の情報発信であること

を周知すべきである。 

(ｲ) 防災無線 

防災無線が聞き取りにくい世帯に対応するために、対象世帯に戸別受信機を貸

与すべきである。 

(ｳ) 監視用定点カメラ 

管内の指定河川等に町独自の監視用定点カメラを設置し、各地域の詳細な情報

を収集できるシステムを構築すべきである。 

［検証の結果］ 

ア 自主防災会 

自主防災組織については、コロナ禍による活動の停滞から回復できていない状況

が続いている。防災に関する訓練や講座の場に防災指導員や担当職員を派遣するな

ど、活発かつ効果的な活動に向けた取組を行っている。 

現在、自治会長が自主防災組織の長を兼務しており、負担が大きいことが課題で

ある。 

防災士の育成については、受講や登録に関する費用を町で負担しており、町内在

住・在勤の防災士で組織される「庄内町防災士ネット」の会員は約 50 人まで増加し

ている。町で支援する受講者については、自主防災組織の長や地域運営組織の役職

員だけではなく、それぞれから推薦を受けた方にも対象を広げ、長きにわたり地区

の防災に携わっていける方の育成に取り組んでいる。 

イ 防災設備 

(ｱ) Ｌアラート 

災害などの緊急時にも安心・安全に関わる情報をテレビ、ラジオ、携帯電話な

ど多様なメディアを通じて、誰もがいつでもどこにいても、迅速かつ確実に得る

ことができるような対応となっているが、災害時に切迫感のある文言表現には至

っていない。 

(ｲ) 防災無線 

防災無線が聞き取りにくい世帯に対応するために、庄内町の LINE より、防災無

線で伝えた内容を同時に発信している。そのため、個別受信機の貸与は行ってい

ない。 

(ｳ) 監視用定点カメラ 

指定河川等には関係機関による監視用定点カメラを複数台設置している。この

監視用カメラにより、各地域の詳細な情報を収集できるシステムを構築している。 
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また、町独自の監視カメラについては、国土交通省のワンコイン浸水センサに

より、リアルタイムで京田川の水位を把握できる。 

(4) 町内の浸水常習地域の対策 

［前回の意見］ 

浸水常習地域の改善や、各排水機場に流入する雨水を抑制するために、田んぼダム

を実施できるように検討すべきである。 

なお、実施に向けて最上川土地改良区と連携し、対象地域の農家との調整を図るべ

きである。 

また、今回提言した田んぼダムの他にも、貯留池などの浸水常習地域を根本的に解

決するための施策を引き続き調査検討すべきである。 

［検証の結果］ 

町内において調整池や排水機場の整備が進んでいる。調整池は、予算規模で2億3947

万円、1.7 ㏊の農地を整備し、令和 8 年 6 月に完成予定となっている。また、排水機

場は、国営事業により排水機の能力を増強して建設が進んでいる。その効果を踏まえ、

排水ポンプ車の取り扱いについて検討する必要がある。 

京田川においては県が支障木の伐採や河道掘削などの対策を実施しているほか、河

川整備計画を策定中である。 

国、県、市町村ほか関係機関により構成される流域治水協議会において緊急対策プ

ログラムを策定し取り組んでいる。京田川に関しては特定都市河川の指定に向けて関

係者が協議をしている。 

田んぼダムについては、地域の農家や農業関係機関から理解していただき、協力を

得る必要がある。 


